
労働力人口、資本蓄積と今後の経済成長について
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減少率：▲0.9%
減少数：▲53万人
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減少数：▲63万人

社人研中位
推計ケース

労働力人口の推計

• 労働力人口は、 出生率が回復し（2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇）、かつ女性がスウェーデン
並みに働き、高齢者が現在よりも５年長く働いたとしても、 2060年には5,400万人程度まで
減少する。

１

（備考）総務省「労働力調査」、厚生労働省雇用政策研究会「労働力需給推計」（2014）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」、
スウェーデン統計局「労働調査」をもとに作成。

（注）１．労働力人口は、15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。
２．現状継続ケースは、2012年の性・年齢階級別の労働力率を固定して推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計）。

経済成長・労働参加ケースは、女性、高齢者や若年層の労働市場への参加が進むとして推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計） 。例えば、30～49歳の女性の労働力率は、
2012年71％→2030年85％に上昇し、Ｍ字カーブは解消すると仮定している。

３．社人研中位推計ケースは、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が推計した2060年の性・年齢別人口に労働力率を乗じたもの。
出生率回復ケースは、2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇し、それ以降同水準が維持される、生残率は2012年以降一定などの仮定をおいて推計した人口に労働力率を乗じたもの。

４．2060年の労働力人口では、上記「１．」の厚生労働省雇用政策研究会推計に加え、女性・高齢者の労働参加が更に進むとし、30～49歳の女性の労働力率を
スウェーデン並み（2030年85％→2060年90％）、60歳以上の労働力率を５歳ずつ繰り上げて推計している。

労働力人口の推計

◆30～49歳の女性の労働力率を
スウェーデン並み（90％）

◆60歳以上の男女の労働力率を
５歳ずつ繰り上げ

206020302013



0.6 

‐0.3  ‐0.3 

2.0

0.5 0.6

1.8 

1.4 

0.5 

‐0.5  ‐0.6 

‐0.9 

‐0.1 
‐0.3 

‐0.6 
‐0.3 

4.4 

1.6 

0.8 

‐2.0

‐1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

‐2.0

‐1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1981‐1990 1991‐2000 2001‐2010 2011‐2020 2021‐2030 2031‐2060

（年平均成長率、％）

資本投入寄与度

ＴＦＰ寄与度

労働投入寄与度

潜在ＧＤＰ成長率

現状継続ケース

（年）

女性・高齢者の労働参加が図られ、
高齢者の労働時間が伸びるケース

出生率が回復し、
女性・高齢者の労働参加が図られ、
高齢者の労働時間が伸びるケース

経済成長・労働参加ケース

労 働 投 入 寄 与 度

今後の経済成長について①～労働投入寄与度

• 労働投入の寄与度は、出生率が回復し、かつ女性・高齢者の労働参加が図られ、高齢者
の労働時間が伸びる場合であっても、マイナスの傾向が続く見込み。

２

（備考）内閣府「国民経済計算」「民間企業資本ストック」、総務省「労働力調査」、経済産業省「鉱工業指数」「第３次産業活動指数」、厚生労働省「毎月勤労統計」、
厚生労働省雇用政策研究会「労働力需給推計」（2014）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」等をもとに作成。

（注）１．現状継続ケースの労働力人口は、2012年の労働力率、労働時間がその後も一定のケース。
２．経済成長・労働参加ケースの2020年、2030年の労働力人口は、厚生労働省雇用政策研究会推計を使用。労働時間は2012年で一定。
３．女性・高齢者の労働参加が図られ、高齢者の労働時間が伸びるケースの2060年の労働力人口は、2030年に比べ更に女性・高齢者の労働参加が進み（30～49歳の

女性の労働力率をスウェーデン並み、60歳以上の労働力率を５歳ずつ繰り上げ）、労働時間は60歳以上の男女の労働時間を5歳ずつ繰り上げたもの。

４．出生率が回復するケースの2060年の労働力率は、上記「３．」のケースと同様で、人口は2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇し、それ以降同水準が維持される、
生残率は2012年以降一定などの仮定をおいて推計したもの。

日本の潜在成長率の推移



• 過去20年程度、主要国では資本係数は横ばいないし下がり気味である。日本の資本係数は、
海外と比べすでに高い水準にあり、今後、概ね横ばい、ないし微減するとみることもできる。

３

資本係数の展望

各国の資本係数の推移 資本係数の推計（民間企業ベース）

（備考１）各国の資本係数のうち、①民間企業ベースは各国統計より、②民間企業＋住宅
＋公的部門ベースは、Penn World Tableより作成

（備考２）資本係数の推計は、内閣府「国民経済計算」、「民間企業資本ストック」より試算

（実質資本ストック
／実質ＧＤＰ）
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①実質ＧＤＰと設備投資が
いずれも２％成長するケース

資本係数

③実質ＧＤＰが１％成長、設備投資が
1.5％成長するケース

②実質ＧＤＰと設備投資が
いずれも１％成長するケース

（備考）①、②は、投資比率が2000年代に入り最も高まった2007年の12.4％で一定として、
実質ＧＤＰと設備投資が同じペースで増加する場合の資本係数を試算

③は、実質ＧＤＰが年平均１％で増加し、設備投資については、直近の景気循環に

おける年平均伸び率である1.5％で増加する場合の資本係数を試算
除却率については、いずれも過去10年の平均である4.4％と想定



今後の経済成長について②～資本投入寄与度

• 資本投入の寄与度は、過去と比べ小幅にとどまる。

• 潜在成長率を高めるためには、ＴＦＰ（全要素生産性）の伸びが重要である。

（備考）内閣府「国民経済計算」「民間企業資本ストック」、総務省「労働力調査」、経済産業省「鉱工業指数」「第３次産業活動指数」、厚生労働省「毎月勤労統計」、等をもとに作成
４

日本の潜在成長率の推移
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（年）

実質ＧＤＰが１％成長、設備投資が1.5％成長するケース

実質ＧＤＰと設備投資が、いずれも１％成長するケース
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